
森林作業道工事特記仕様書 

（趣旨） 

 第１条 この特記仕様書は、埼玉県土木工事共通仕様書に定めるもののほか、工事に関し
必要な事項を定めるものとする。  
（適用）  

第２条 この特記仕様書は、次の工事に適用する。  
工 事 名 県営林三ツ山線作業道補修工事 No.502 
工事箇所 秩父市吉田太田部地内 

（共通事項）  

第３条 受注者は、｢資源の有効な利用の促進に関する法律(資源有効利用促進法)｣等に基づ
き、次の対象工事について、本工事に係る再生資源利用[促進]計画書を作成し、施工計画
書に含め各１部提出する。また、工事完成後速やかに計画の実施状況(実績)について、再
生資源利用[促進]実施書を作成し、各１部提出するとともに、これらの記録を保存する。  
○ 再生資源利用計画書(実施書)の作成対象工事（下記のいずれかに該当する工事）  
① 1,０００m３以上の土砂を搬入する工事  
② ５００ｔ以上の採石を搬入する工事  
③ ２００ｔ以上の加熱アスファルト混合物を搬入する工事  
④ 最終請負金額１００万円以上の工事  

○ 再生資源利用促進計画書(実施書)の作成対象工事（下記のいずれかに該当する工事）  
① １,０００ｍ3 以上の建設発生土を搬出する工事  
② アスファルト・コンクリート塊、コンクリート塊、及び建設発生木材の合計で２
００ｔ以上搬出する工事  
③ 最終請負金額１００万円以上の工事  

２ 受注者は施工計画書に建設廃棄物の処理計画を添付する。なお、建設廃棄物の処分に

あたり、排出事業者は処分業者と建設廃棄物処理委託計画を締結し、同契約書の写しを

処理計画に添付する。また、収集運搬業務を収集運搬業者に委託する場合は、別に収集

運搬業者と建設廃棄物処理委託 契約を締結する。  
３ 建設廃棄物については、「産業廃棄物処理におけるマニフェストシステム」に基づく、

建設廃棄物マニフェストＡ票、Ｂ２票、Ｄ票、Ｅ票を監督員に提示し、確認を受けると

ともに、Ｄ票、Ｅ票 の写しを提出する。  
（建設発生土の搬出）  

第４条 建設発生土は、指定の残土処理場へ運搬し、敷均しを行うものとする。  
２ 受注者は５００ｍ3 以上の建設発生土を搬出する場合は、埼玉県土砂の搬出、たい積
等の規制に関する条例（埼玉県土砂条例）に基づき、土砂排出届出書を受理担当機関へ

提出する。  
３ 受注者は、規定様式により搬出先市町の建設発生土担当窓口あてに建設発生土の搬出

情報を郵送・ＦＡＸ等で提供し、その写しを監督員に提出する。  



（建設廃棄物の再資源化等）  

第５条 受注者は、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成12年５月 31 
日法律第１０４号。以下「建設リサイクル法」という。）に基づいて、特定建設資材廃棄

物を再資源化のための施設に搬入する場合は、適切な施設に搬入しなければならない。 
なお、特定建設資材廃棄物とは、特定建設資材（コンクリート、コンクリート及び鉄か

ら成る建設資材、木材、アスファルト・コンクリート）が廃棄物となったものである。 
２ 受注者は、契約前に「分別解体等の計画等」について文書で発注者に説明するものと

する。 
３ 受注者は、特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したときは、建設リサイクル法第 

18 条第１項 に基づき、以下の事項等を別紙「再資源化等報告書」に記載し、発注者に
報告しなければならない。  
・ 特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了した年月日  
・ 特定建設資材廃棄物の再資源化等をした施設の名称及び所在地  
・ 特定建設資材廃棄物の再資源化等に要した費用  
また、同条第１項に基づき、特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施状況に関する記録

を作成し、保存しなければならない。  
なお、資源有効利用促進法等に基づき再生資源利用[促進]実施書を作成している場合は、

その写しを参考資料として報告に添付することができる。  
４ 受注者は、工事の施工に当たっては、「彩の国建設リサイクル実施指針」を遵守し、建

設資材廃棄物の再資源化等に努め、廃棄物の減量を図らなければならない。  
（再生資源の利用） 

第６条 下記の再生資材を、備考欄の部分に利用すること。  
資 材 名 規  格 備  考 

再生クラッシャーラン RC-40  
   

なお、現場から 40kmの範囲の再資源化のための施設から供給が困難な場合は、新材へ
の設計変更の対象とする。  
（建設機械の指定） 

第７条 排出ガス対策型または低騒音型として指定されている建設機械については、原則と

して排出ガス対策型、または低騒音型若しくは超低騒音型の建設機械を使用しなければな

らない。  
（適用すべき諸基準） 

第８条 受注者は、設計図書において、特に定めのない事項については、次の諸基準によら

なければならない。 
林野庁 林道規程の制定について（昭和４８年４月）  
林野庁 林道必携（技術編）  
林業土木コンサルタンツ 森林土木構造物標準設計（平成１８年１０月版）  
埼玉県森林作業道作設指針（平成２３年４月）  



（使用材料の検査方法）  

第９条 本工事に使用する材料検査方法は、別表のとおりとする。  
（工事看板） 

第１０条 工事中標示看板を掲示する工事については、その工事中標示看板に工事請負代金

額を表示するものとする。  
（その他） 

第１１条 調達する工事材料は、埼玉県産とするよう努めなければならない。 
  



別表       

使用材料の検査方法一覧 
      ○印は実施 

項 目 材料名 規 格 

受注者に

よる材料

検査 

工 場 

検 査 

材 料 

承諾等 
提出書類 備 考 

石材 再生ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝ RC-40 ― ― ○ 社内検査報告書等  

石材 割栗石 150-200mm ― ― ○ 社内検査報告書等  

CO製品 長尺 U形側溝 普通型横断用(D150×

150) (D4-30) 内幅 300

×深さ300×長さ4000 

― ― ○ 社内検査報告書等  

金属 EGﾎﾞｯｸｽ(めっき

かご枠) 

500×2000×800 
― ― ○ 社内検査報告書等 

 

金属 ﾊｲﾊﾟｰﾏｯﾄ多段積

型 100型 

中下段用(1:0.5勾配) ― ― ○ 社内検査報告書等  

金属 
ﾊｲﾊﾟｰﾏｯﾄ多段積

型 100型 

最上段用 H0.5×W1

×L2m 
― ― ○ 社内検査報告書等  

その他 ﾎﾟﾘﾌｪﾙﾄ/ﾀﾌﾈﾙ EX-26 T1.5mm ― ― ○ 社内検査報告書等  

金属 側面板 100型 500*1000 ― ― ○ 社内検査報告書等  

その他 吸出し防止材 合 繊 不 織 布 

t=10mm9.8kN/m 

― ― ○ 社内検査報告書等  

その他 吸出し防止材 
合 繊 不 織 布

t=10mm117N/5cm 
― ― ○ 社内検査報告書等  

その他 壁面強化材 RE-1 W100cm ― ― ○ 社内検査報告書等  

金属 壁面材 側面材、天端材、標

準材 

― ― ○ 社内検査報告書等  

その他 暗渠排水管 接 続 材 料 Φ 150 

90°（エルボ） 
― ― ○ 社内検査報告書等 

 

その他 暗渠排水管 接続材料Φ150（キ

ャップ） 

― ― ○ 社内検査報告書等  

その他 暗渠排水管 接続材料Φ150（チ

ーズ） 

― ― ○ 社内検査報告書等  

その他 水平排水材  長

繊維不織布 

ﾎ ﾟ ﾘ ﾌ ｪ ﾙ ﾄ EX-60 

T3mm 

― ― ○ 社内検査報告書等  

CO製品 生ｺﾝｸﾘｰﾄ 21-8-25(20) 【 60%

以下】 

○ ― ○ 社内検査報告書等  



CO製品 生ｺﾝｸﾘｰﾄ 21-8-25(20) 高 炉 

【60%以下】 

○ ― ○ 社内検査報告書等  

金属 端部側面網 100型 500*1000 ― ― ○ 社内検査報告書等  

その他 耐候性大型土の

う 2t用 

径110×H110cm 長

期 

― ― ○ 社内検査報告書等  

CO製品 胴込コンクリー

ト 

21-8-25(20) 高 炉 

【60%以下】 

○ ― ○ 社内検査報告書等  

CO製品 裏込コンクリー

ト 

21-8-25(20) 高 炉 

【60%以下】 

○ ― ○ 社内検査報告書等  

金属 補強材 RE40 W100cm ― ― ○ 社内検査報告書等  

金属 補強材 RE70 W100cm ― ― ○ 社内検査報告書等  

その他 透水ﾏｯﾄ 30-300F 30×300 ― ― ○ 社内検査報告書等  

金属 鋼製ｸﾞﾚ ｰ ﾁ ﾝ ｸ ﾞ 

一般 300用 

かさ上げ T20 L995 ― ― ○ 社内検査報告書等  

石材 雑割石 25cm内外 ― ― ○ 社内検査報告書等  

その他 高密度ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ

管 ｼﾝｸﾞﾙ 

呼径 150mm ― ― ○ 社内検査報告書等  

以上に掲載されていない材料についても、工事に際し使用する場合は、材料承諾書を提出すること。 

 


